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▪患者負担額（義務教育就学後～69歳）

▪入院時食事代の標準負担額

▪年齢別の給付割合

※低所得者は標準負担額の軽減措置あり。

※特別メニューを希望したときは、自己負担となります。また入院時に要した食事代は高額
療養費を算定する自己負担額や付加給付の対象にはなりません。

＊令和6年6月から、460円が490円になる予定です。

病気やけがをしたとき
療養の給付（家族療養費）が受けられます

入院時の「標準負担額」を超えた額は入院時食事・生活療養費として給付されます

　初診の際に、「被保険者証」を医療機関に提出して受
診します。健康保険を扱っている医療機関であれば、
全国どこでも受診できます。（70〜 74歳の方は、「高

齢者受給者証」を一緒に提出します。）
　給付割合は年齢別に決められています。

　入院したときは、医療費の自己負担とは別に、食事
の費用の一部を自己負担します。残りは、健康保険組
合から「入院時食事療養費」として支給されます。
　標準負担額は、被保険者・被扶養者とも1日3食1,380
円を限度に、1食あたり460円＊です。所得の低い人な

どには下表のように減額措置があります。
　なお、65歳以上の方が療養病床に入院した場合は、
生活療養にかかる標準負担額（食費＋居住費、上記「患
者負担額」参照）を自己負担します。残りは、健康保険
組合から「入院時生活療養費」として支給されます。

通　院
3割自己負担

入　院

入院時の食事代 標準負担額�
1食460円＊（1日3食1,380円を限度）

療養病床の場合
（65歳以上）

標準負担額�
食費：1食460円＊（1日3食限度）
居住費：1日370円
【1か月：約53,000円】

一般患者 1食（1日） 460円＊（1,380円）

低所得者

90日までの
入院 1食（1日） 210円（630円）

90日を超え
る入院 1食（1日） 160円（480円）

低所得世帯の
老齢福祉年金受給者等 1食（1日） 100円（300円）

義務教育就学前 8割

義務教育就学後〜69歳 7割

70歳〜74歳
一般 8割

現役並み所得者
（※1）

7割

75歳（一定の障害が
ある方は65歳）以上

〔後期高齢者医療制度〕

一般 9割

一定以上の所得がある場合
（※2）

8割

現役並み所得者
（※1）

7割

※１　現役並み所得者とは、健康保険加入者は標準報酬月額28万円以上
の方が該当します。ただし年収が、高齢者複数世帯で520万円未満、
単身世帯で383万円未満の場合、健保組合への申請により一般扱い
となります。なお、後期高齢者医療制度では課税所得145万円以上
（年収基準は健康保険と同様）の方が該当します。

※２　課税所得額28万円以上145万円未満かつ年収が単身世帯で200万
円以上（複数世帯は合計320万円以上）の場合に限る。

460円＊
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特別な材料を希望すると自費診療

歯の治療も健康保険で受けられます

健康保険でかかれないもの

歯の治療を受けるとき

　病気やけがをしたときの治療と同じように、歯の治
療も診察から入れ歯まで健康保険で受けられます。前
歯は健康保険がきかないといったことはありません。
（次項参照）

　被保険者証を使って保険診療を受けた場合、被保険
者、被扶養者とも3割（義務教育就学前は2割）の自己
負担となります。

　歯の治療に使える健康保険の材料は決まっていて、
それ以外の特別な材料を希望すると自費診療となりま
す。
　この場合、原則として材料費だけでなく、治療費も
全額自己負担となります。自費診療を希望するときは
どれくらいの費用がかかるのかなどを、事前に歯科医

師とよく話し合ってから受診することが大切です。
　なお、前歯の治療に特別な材料を使うときや金属床
による総義歯を希望するときは、健康保険で認められ
ている材料費との差額を負担すれば、ほかの治療費は
保険扱いとする方法もあります。

　特別な治療材料を希望しないかぎり必要な歯の治療
は健康保険で受けられるわけですが、次のようなもの
は健康保険では認められていません。
①ムシ歯予防のためのフッ素塗布。
②歯ならびやかみ合わせを治す歯列矯正など。

③歯科の健康診断。
④�単なる歯石除去。（ほうっておくと歯槽膿漏になりそ
うな場合や、歯槽膿漏の治療のために行う場合は保
険で治療が受けられます。）
⑤業務上や通勤途上で生じた歯のけが。

360円


